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○ 基本データ

①大学数 ④研究科数

大学数 短期大学数
うち大学院をおくもの（割合）

国立 86 85 98 8% 0

研究科数

修士課程
博士課程
（区分制）

博士課程
（一貫制）

合計

国立

①大学数 ④研究科数

国立 86 85 98.8% 0

公立 75 65 86.7% 24

私立 591 448 75.8% 361

合計 752 598 79 5% 385

国立 98 280 15 393 

公立 39 101 1 141 

私立 324 689 47 1,060 

合計 461 1 070 63 1 594合計 752 598 79.5% 385

学部 大学院 短期大学本科

合計 461 1,070 63 1,594 

学部 大学院 短期大学

②学生数 ⑤入学定員・定員充足状況（国公私立合計）

学部 大学院 短期大学本科
修士 博士 専門職

国立 454,653 153,813 94,887 51,614 7,312 9 

公立 114,128 14,704 9,626 4,445 633 10,125 

私立 1 951 812 94 169 60 909 18 172 15 088 156 314

学部 大学院 短期大学
修士 博士 専門職

入学定員 570,250 114,077 79,455 23,885 10,737 87,577 

入学者数 607,159 103,135 77,396 16,271 9,468 77,339 

充足率％ 106 5% 90 4% 97 4% 68 1% 88 2% 88 3%私立 1,951,812 94,169 60,909 18,172 15,088 156,314 

合計 2,520,593 262,686 165,422 74,231 23,033 166,448 

充足率％ 106.5% 90.4% 97.4% 68.1% 88.2% 88.3%

入学志願者数 3,625,047 187,150 120,593 20,003 46,554 127,786 

③学部数

昼間部 夜間部 合計

国立 342 29 371 

公立 155 12 167 

③学部数

公立

私立 1,484 57 1,541 

合計 1,981 98 2,079 

平成20年５月１日現在 学校基本調査，大学一覧等により作成 3



１(1)① 「高等教育計画」について

昭和46年中央教育審議会答申において，高等教育の全体規模，地域的配置などについて，長期の見通しに立った国と

しての計画策定の必要性が指摘された。これを受けて，昭和51年度以降，５回にわたり「高等教育計画」又は「将来構想」

が策定された。そこでは，18歳人口の増減等を踏まえ，高等教育規模を想定した上で，大学等の新増設の抑制等の措置

１．昭和50年代前期計画（昭和51年度～昭和55年度）

期間中 18歳人口が160万人前後で推移する中 大学への大

４．平成5年度以降の高等教育の計画的整備（平成5年度～平

成12年度）

がとられた。なお，平成15年度より抑制方針が基本的に撤廃された。

期間中，18歳人口が160万人前後で推移する中，大学への大

都市への過度の集中を抑制。地方の大学の計画的整備を進め

た。

昭和50年に私立学校振興助成法とともに私立学校法が改正さ

れ，私立大学の量的拡大に対する一定の規制と質的改善が図

成 年度）

期間中に18歳人口が150万人程度まで急減するため，引き続き大

学の新増設を原則として抑制しつつ，臨時的定員を解消することと

した。

られた。

２．昭和50年代後期計画（昭和56年度～昭和61年度）

前期計画に引き続き 18歳人口が160万人台から暫時増加す

５．平成12年度以降の高等教育の将来構想（平成12年度～平

成16年度）

18歳人口の急減により量的規模の縮小が見込まれることから，計

画的整備目標は設定せず 引き続き大学の新増設は原則として抑前期計画に引き続き，18歳人口が160万人台から暫時増加す

る中，進学動向が停滞傾向にあることを踏まえ，量的拡大の抑

制，地域配置の適正化等の観点から高等教育の整備を進め

た。

画的整備目標は設定せず，引き続き大学の新増設は原則として抑

制した。

臨時的定員については段階的に解消する一方で，平成11年度の

規模の５割程度の恒常的定員化を認めることとした。

３．新高等教育計画（昭和61年度～平成４年度）

平成４年度までに18歳人口は205万人に急増し，それ以降急

減することから，昭和58年の進学率（35.6％)をピーク時において

維持するため，全国の大学・短大で約8万6千人の入学定員増を

６．我が国の高等教育の将来像（平成17年度以降）

平成15年に大学・学部等の設置に関する抑制方針を基本的に撤

廃し，政策手法を「高等教育計画の策定と各種規制」から「将来像の

提示と政策誘導」に移行維持するため，全国の大学 短大で約8万6千人の入学定員増を

行うこととした（このうち，4万4千人は，期間を限定した臨時的定

員）。

提示と政策誘導」に移行。

若年人口の過半数が高等教育を受けるユニバーサル段階では，

大学の機能別分化に基づく多様化・個性化と大学教育の質の保証

が重要な課題であるとした。
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１(1)② 「高等教育計画」等における規模の考え方（主なもののみ）

昭和50年代前期計画 昭和50年代後期計画 新高等教育計画

計画期間 昭和51-55年度 昭和56-61年度 昭和61-平成4年度

期間中の18歳人 昭和40年代の減少が下げ止まり 概ね150 161万人から185万人に増加（途中 昭和 162万人から205万人に増加期間中の18歳人

口の動向

昭和40年代の減少が下げ止まり，概ね150

万人台で推移。

161万人から185万人に増加（途中，昭和

59･60年度に落ち込む）。

162万人から205万人に増加。

進学率の考え方 ［大学・短大・高専の進学率］

昭和50年度の38.3％に対し，55年度に

［大学・短大の進学率］

昭和54年度の37.9％に対し，昭和61年

［大学・短大・高専の進学率］

昭和58年度の35.6％の水準を，18歳人昭和 年度 ％に対 ， 年度に

40.3％を想定。

昭和 年度 ％に対 ，昭和 年

度に37％を見込む。

昭和 年度 ％ 水準を， 歳人

口がピークに達する平成4年度でも維持。

定員の取扱いの ○入学定員を2.9万人増（進学者数は3.2 ○入学定員を3.4万人程度の増（実員では ○18歳人口の大幅な増減に対処するため，

方針 万人の増）。 4万人程度の増）。 恒常的定員を4.2万増とともに，臨時的定

員を4.4万増。

地域別の考え方 ○大都市の大学等の新増設を抑制。

○地域配置の不均衡の是正を図るため，

全国を８ブロックに分けて，昭和55年度

における一応の目途を示す。

○大都市の大学等の新増設を抑制。

○地域配置の適正化を進めるため，全国

を８ブロックに分けた整備の目途（試算）

を示す。

○大都市の大学等の新増設を抑制。

○地域配置の適正化を図る方針を維持し，

全国を13ブロックに分けた定員増の目途

を示す。

分野別の考え方 計画規模・地方配置等の指標に従いつつ，

①医師，歯科医師，看護婦その他の医療

技術者，教員養成

○複雑，高度化し，かつ国際化した社会の

要請に対応する積極的な大学教育の改

善や人材養成が特に必要な分野等に留

○教育研究上の必要性や，社会的要請の

変化等に適切に対応（「看護婦その他医

療技術者の養成等」等が設置審で決定）。

②新しい学問分野や研究者養成等に係る

将来の需要に応えるもの

は計画的に整備。

意して整備。

○医師，歯科医師の養成は整備が概ね達

成されたため拡充は予定しない。

○医師，歯科医師，獣医師，教員，船舶職

員の拡充は予定しない。
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平成5年度以降の高等教育の計画的整備 平成12年度以降の高等教育の将来構想 我が国の高等教育の将来像

平成5-12年度 平成12-16年度 平成17年度-

198万人から151万人に減少。 151万人から141万人に減少。 137万人から減少。

［大学・短大・高専の進学率］

平成12年度について，ケース１（40.0％），同２

［大学・短大の進学率］

（平成11年度の臨時的定員の５割程度を恒常的 18歳人口に対する進学率の指標としての有用

（41.2％），同３（42.2％）の３つを想定し，当面

ケース１を念頭。

定員化する場合）平成11年度の進学率（48.4％）

の水準は平成16年度にも下回らないと試算。

性は減少。「高等教育計画の策定と各種規制」か

ら「将来像の提示と政策誘導」に移行。

○大学等の新増設は原則抑制の方針。 ○大学の全体規模は基本的に抑制的に対応。 ○平成15年度より，抑制方針を基本的に撤廃した

○臨時的定員は定められた期限の到来による解

消が原則。なお，平成5年度以降の状況を踏ま

え，適切な審査を行うことについて検討が必要。

○臨時的定員を段階的に解消する一方，平成11

年度の規模の５割程度を恒常的定員化すること

を認める。

ことに伴って，設置基準に定める大学としての

要件を満たすものは，原則これを認める準則主

義に転換。

○大都市の大学等の新増設を抑制。ただし，三

大都市圏以外の政令指定都市は地域制限を設

けない。

○大都市の大学等の抑制を継続。ただし，一定

の弾力化を図る。

○平成15年度より，大都市における抑制方針を撤

廃。

○情報関係，社会福祉関係，医療技術関係など

の分野へのニーズ，国際化社会の発展や先端

科学技術の進展に伴う教育研究の推進が必要。

○医師 歯科医師 獣医師 教員 船舶職員の拡

○時代の変化に即応するためには，極めて必要

性の高いものについて新増設を認めることも必

要。

○医師 歯科医師 獣医師 教員 船舶職員の拡

○医師，歯科医師，獣医師，教員，船舶職員の抑

制は維持。（教員の抑制は，17年度の申請から

撤廃）

○医師，歯科医師，獣医師，教員，船舶職員の拡

充は予定しない。看護職員は整備を図る必要。

○医師，歯科医師，獣医師，教員，船舶職員の拡

充は予定しない。
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１(2) 18歳人口，進学率の推移

249
243

91.9%
90%

100%300

（
万
人
）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者，高専４年次在学者数

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者数
○ 収容力 当該年度の大学 短大入学者数

収容力（大学＋短大）
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１(3)① 大学・短大の学校数の推移

250

大学は平成以降の増加傾向が顕著（平成元年度499→765）。短大は平成元・２年度をピークに減少（593→418）。

200
1,000

1,200 万人

校
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１(3)② 大学・短大の入学定員の推移

昭和61年度からの「新高等教育計画」において 18歳人口の急増減に対応するため 恒常的定員と別に 臨時定
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700,000
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昭和61年度からの「新高等教育計画」において，18歳人口の急増減に対応するため，恒常的定員と別に，臨時定
員を設定。「平成５年度以降の計画的整備」で臨時定員を解消することとされ，「将来構想」において，５割程度の
恒常的定員化を認めることとした。
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１(3)③ 大学・短大の入学者数の推移

250

800,000

大学への入学者数は，近年ほぼ横ばい。短大の入学者数は，平成５年度をピークとして減少傾向。
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１(4)① 進学率の推移

進学率は 昭和50年代はほぼ横ばいだったが 平成以降 踊り場をはさんで上昇

52 3
53.7

55.4

25060

大学・男女計

大学＋短大 男女計

進学率は，昭和50年代はほぼ横ばいだったが，平成以降，踊り場をはさんで上昇。
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１(4)② 進学率の推移（男女別）
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１(5)① 進学率の推移（都道府県別）
=大学・短大への進学者数/18歳人口

90%

県ごとに違いはあるものの，進学率は各県とも一貫して上昇（全国平均：昭和50年度37.8%→平成20年度55.3％）。
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１(5)② 県内の18歳人口に対する進学者数の割合の推移（都道府県別）
=県内の大学・短大への進学者数/18歳人口

150 7%160%

各県の18歳人口に対する大学・短大への進学者数の割合は，東京と京都が100％を超えている。その他の県も上
昇（全国平均：昭和50年度37.8%→平成20年度55.3％）。
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１(5)③ 進学者のうち県内に進学する割合の推移（都道府県別）
=大学・短大進学者のうち県内への進学者数/大学・短大への進学者数

各県の大学 短大進学者のうち 地元の県に進学する学生が半数以上なのは 北海道 宮城 東京 愛知 京都 大

100%

H20
（イメージ図）

県内の大学・短
県外の大学・

県外の高校から進学

各県の大学・短大進学者のうち，地元の県に進学する学生が半数以上なのは，北海道・宮城・東京・愛知・京都・大
阪・広島・福岡・沖縄（全国平均：昭和50年度42.3%→平成20年度43.7％）。一部を除き，地元への進学率は上昇。
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１(5)④ 入学者のうち県内出身者の割合の推移（都道府県別）
=大学・短大進学者のうち県内への進学者数/県内の大学・短大への進学者数

100%

H20

各県の大学・短大への入学者のうち，県内出身者の割合が平均を下回る地域は，南関東・近畿等（全国平均：昭
和50年度42.3%→平成20年度43.7％）。

（イメージ図）
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２(1) 将来の地域別人口推計
我が国の人口は，減少傾向期に入っており，平成42年には，17年の水準の90％。ただし，減少

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

北海道 5,628 5,513 5,360 5,166 4,937 4,684 4,413人数（単位：千人）

我が国の人口は，減少傾向期に入っており，平成42年には，17年の水準の90％。ただし，減少
率は地域によって異なり，最も減少する東北・四国地方の82％に対して，東京はほぼ現状維持。

北海道 5,6 8 5,5 3 5,360 5, 66 ,937 ,68 , 3
東北 9,635 9,372 9,060 8,692 8,289 7,866 7,429
北関東 7,016 6,943 6,812 6,631 6,414 6,168 5,894
南関東 21,902 22,152 22,139 21,925 21,527 20,970 20,281
東京 12,577 12,906 13,059 13,104 13,047 12,905 12,696
甲信越 5 512 5 392 5 234 5 043 4 835 4 616 4 384

人数（単位：千人）

甲信越 5,512 5,392 5,234 5,043 4,835 4,616 4,384
北陸 3,107 3,052 2,973 2,875 2,764 2,645 2,516
東海 15,021 15,074 14,969 14,744 14,429 14,044 13,593
京都・大阪 11,465 11,365 11,171 10,891 10,532 10,113 9,651
近畿 9,428 9,348 9,186 8,954 8,667 8,342 7,982
中国 7 676 7 540 7 349 7 109 6 834 6 538 6 221中国 7,676 7,540 7,349 7,109 6,834 6,538 6,221
四国 4,086 3,980 3,846 3,687 3,514 3,334 3,147
九州 14,715 14,539 14,272 13,913 13,480 12,997 12,472
全国 127,768 127,176 125,430 122,735 119,270 115,224 110,679

北海道 100 0 98 0 95 2 91 8 87 7 83 2 78 4北海道 100.0 98.0 95.2 91.8 87.7 83.2 78.4 
東北 100.0 97.3 94.0 90.2 86.0 81.6 77.1 
北関東 100.0 99.0 97.1 94.5 91.4 87.9 84.0 
南関東 100.0 101.1 101.1 100.1 98.3 95.7 92.6 
東京 100.0 102.6 103.8 104.2 103.7 102.6 100.9 
甲信越 100 0 97 8 95 0 91 5 87 7 83 7 79 5

平成17年の
人口を100
とした場合

甲信越 100.0 97.8 95.0 91.5 87.7 83.7 79.5 
北陸 100.0 98.2 95.7 92.5 88.9 85.1 81.0 
東海 100.0 100.4 99.6 98.2 96.1 93.5 90.5 
京都・大阪 100.0 99.1 97.4 95.0 91.9 88.2 84.2 
近畿 100.0 99.1 97.4 95.0 91.9 88.5 84.7 
中国 100 0 98 2 95 7 92 6 89 0 85 2 81 0中国 100.0 98.2 95.7 92.6 89.0 85.2 81.0 
四国 100.0 97.4 94.1 90.2 86.0 81.6 77.0 
九州 100.0 98.8 97.0 94.6 91.6 88.3 84.8 
全国 100.0 99.5 98.2 96.1 93.3 90.2 86.6 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」（平成19年5月推計）」結果表・表1(1)を基に作成（出生中位・死亡中位で仮定） 17



２(2) 将来の地域別0-19歳人口推計
今後の我が国の若年層人口は，総人口以上のペースで減少し，平成42年には，17年の水準

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

北海道 1,013 901 803 710 625 560 507
東

の64％に下がる。もっとも減少する北海道が55％であり，東京は76％に減少。

人数（単位：千人）
東北 1,854 1,659 1,489 1,331 1,194 1,087 996
北関東 1,372 1,262 1,156 1,038 930 848 788
南関東 4,101 3,906 3,636 3,284 2,938 2,687 2,529
東京 2,014 1,984 1,919 1,801 1,657 1,522 1,434
甲信越 1,055 966 874 778 698 639 595

人数（単位：千人）

北陸 593 548 501 447 399 365 341
東海 2,964 2,801 2,614 2,373 2,148 1,990 1,888
京都・大阪 2,153 2,029 1,878 1,677 1,496 1,363 1,274
近畿 1,854 1,719 1,579 1,412 1,261 1,154 1,079
中国 1,463 1,343 1,230 1,104 988 903 840
四国 752 682 618 549 487 441 405
九州 2,991 2,741 2,525 2,307 2,105 1,943 1,810
全国 24,178 22,542 20,823 18,810 16,925 15,502 14,486

北海道 100.0 89.0 79.3 70.2 61.7 55.3 50.1 
東北 100.0 89.5 80.3 71.8 64.4 58.6 53.7 
北関東 100.0 92.0 84.3 75.7 67.8 61.8 57.5 
南関東 100.0 95.2 88.7 80.1 71.6 65.5 61.7 
東京 100.0 98.5 95.3 89.4 82.3 75.6 71.2 
甲信越 100.0 91.5 82.8 73.7 66.2 60.6 56.4 

平成17年の
人口を100
とした場合

甲信越 00.0 9 .5 8 .8 73.7 66. 60.6 56.
北陸 100.0 92.4 84.6 75.4 67.2 61.5 57.5 
東海 100.0 94.5 88.2 80.1 72.5 67.1 63.7 
京都・大阪 100.0 94.3 87.3 77.9 69.5 63.3 59.2 
近畿 100.0 92.7 85.2 76.1 68.0 62.2 58.2 
中国 100 0 91 8 84 1 75 5 67 5 61 8 57 4中国 100.0 91.8 84.1 75.5 67.5 61.8 57.4 
四国 100.0 90.7 82.2 73.0 64.7 58.6 53.9 
九州 100.0 91.6 84.4 77.1 70.4 65.0 60.5 
全国 100.0 93.2 86.1 77.8 70.0 64.1 59.9 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」（平成19年5月推計）」結果表・表3(1)を基に作成（出生中位・死亡中位で仮定） 18



２(3) 将来の地域別65歳以上人口推計
我が国の総人口が減少する中，65歳以上の人口は大きく増加し，平成42年には17年の

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

北海道 1,207 1,354 1,552 1,665 1,678 1,669 1,650

我が国の総人口が減少する中，65歳以上の人口は大きく増加し，平成42年には17年の
水準の42％増となる。もっとも少ない四国は20％であり，南関東は73％増加する。

人数（単位：千人） 北海道 , , , , , , ,
東北 2,233 2,380 2,610 2,766 2,797 2,765 2,703
北関東 1,385 1,572 1,818 1,968 2,010 2,015 2,025
南関東 3,711 4,616 5,571 6,050 6,213 6,406 6,713
東京 2,325 2,729 3,158 3,341 3,426 3,608 3,895
甲信越 1,298 1,399 1,538 1,605 1,606 1,591 1,578

人数（単位：千人）

甲信越 1,298 1,399 1,538 1,605 1,606 1,591 1,578
北陸 690 761 865 901 898 888 877
東海 2,878 3,345 3,872 4,104 4,159 4,224 4,327
京都・大阪 2,179 2,602 3,033 3,164 3,134 3,134 3,192
近畿 1,896 2,188 2,524 2,668 2,691 2,708 2,736
中国 1 764 1 941 2 179 2 269 2 260 2 215 2 177中国 1,764 1,941 2,179 2,269 2,260 2,215 2,177
四国 992 1,063 1,183 1,228 1,219 1,190 1,156
九州 3,203 3,462 3,878 4,169 4,264 4,255 4,220
全国 25,761 29,412 33,781 35,899 36,354 36,670 37,249

北海道 100 0 112 2 128 5 137 9 139 0 138 3 136 7北海道 100.0 112.2 128.5 137.9 139.0 138.3 136.7 
東北 100.0 106.6 116.9 123.9 125.3 123.8 121.1 
北関東 100.0 113.5 131.2 142.0 145.1 145.5 146.2 
南関東 100.0 124.4 150.1 163.1 167.4 172.6 180.9 
東京 100.0 117.4 135.8 143.7 147.4 155.2 167.6 
甲信越 100 0 107 7 118 5 123 7 123 7 122 6 121 6

平成17年の
人口を100
とした場合

甲信越 100.0 107.7 118.5 123.7 123.7 122.6 121.6 
北陸 100.0 110.2 125.3 130.5 130.1 128.6 127.1 
東海 100.0 116.2 134.5 142.6 144.5 146.8 150.3 
京都・大阪 100.0 119.4 139.2 145.2 143.8 143.9 146.5 
近畿 100.0 115.4 133.1 140.8 142.0 142.8 144.3 
中国 100 0 110 0 123 5 128 6 128 1 125 6 123 4中国 100.0 110.0 123.5 128.6 128.1 125.6 123.4 
四国 100.0 107.2 119.3 123.8 123.0 120.0 116.6 
九州 100.0 108.1 121.1 130.2 133.1 132.8 131.7 
全国 100.0 114.2 131.1 139.4 141.1 142.3 144.6 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」（平成19年5月推計）」結果表・表2(5)を基に作成（出生中位・死亡中位で仮定） 19



アメリカでは 私立が大学数の７割以上を占めるが 学生数では州立大学が７割近くを占める また ヨーロッパでは

３(1) 大学数や進学率等に関する欧米との比較
アメリカでは，私立が大学数の７割以上を占めるが，学生数では州立大学が７割近くを占める。また，ヨ ロッパでは，

大学数・学生数とも，国立（連邦制であるドイツは州立）が多くを占める。我が国は，人口1000人当たり学生数や留学生

受入数に関して，欧米に後れを取っている。

日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ

大学数 752校 2,579校 169校 94校 376校

国

立

州

立

私

立
国

私

立
州

私

立

18%

学生数 学部252万人 大学院26万人 学部848万人 大学院252万人 学部180万人 大学院56万人 学部88万人 大学院52万人 学生数199万人

11% 公

立

10%

私

立

79%

25%私

立

75%

国

立

99%

1% 国

立

86%

14% 州

立

82%

18%

(教会立を含む)

学生数

（学部・大
学院のみ）

学部252万人 大学院26万人 学部848万人 大学院252万人 学部180万人 大学院56万人 学部88万人 大学院52万人 学生数199万人

州立

52%

私立

48%

国立

18% 公立

5%
私立

77%

国立

58%

私立

36%

州立

65%

私立

35%
国立

私立
0.0003%

国立

私立
0.0004%

国立

私立

2%

州立

私立

3%

学部進学率 49％ 64％ 57％ 41％ 37％

22人 37人 39人 23人 24人

77% 58%
公立

6%

65%
100%

国

100%
国立

98% 97%

人口1000人

当たり学生
数

22人

学部 20人

大学院 2人

37人

学部 29人

大学院 9人

39人

学部 30人

大学院 9人

23人

学部 14人

大学院 9人

24人

留学生受入
9万1000人 56万5000人 24万9000人 21万人 19万人

ドイツでは，大学院として独
立した組織が存在しない

留学生受入
数

学部 6万人

大学院 3万2000人

学部 23万6000人

大学院 26万人

学部 13万2000人

大学院11万7000人

学部 10万2000人

大学院10万8000人

日本は2008年，アメリカは2005年，イギリスは2006年，フランスは2005年，ドイツは2005年，韓国は2006年の統計を主に使用
（文部科学省「教育指標の国際比較」，OECD「図表でみる教育」，各国の統計資料等を基に作成。表中の数値は，四捨五入により合計が一致しないことがある） 20



３(2) 人口1,000人当たりの大学在学者数（国際比較）

諸外国との比較で見ると，人口に対する我が国の大学在学者数の割合は決して高いとは言えな
い。
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３(3) 各国の大学進学率の比較

85 85

97100

％

大学進学率（入学者数（年齢は問わない）の入学年齢相当人口に対する割合）は，国によって大き
く異なる。その中で，日本の進学率44％は国際的に見て，決して高い水準とは言えない。 2005年
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UNESCO Institute for Statistics “Global Education Digest 2007 Comparing Education Statistics Across the World” Table 7を基に作成 (ISCED 5Aの値)

上記のほか，中国の進学率は約20％，シンガポール23.5％（ポリテクを加えると62％），台湾79.0％と推計される。

（いずれも，各国の統計を基に文部科学省において独自に試算） 22



３(4) 将来の世界人口の推計
日本の人口は減少期に入ったが 全世界では 2005年の65億1475万人から2025年

2005年 2010年 2025年 2050年

（単位：千人）

日本の人口は減少期に入ったが，全世界では，2005年の65億1475万人から2025年

の80億1051万人に増加。うち，アジアは39億3802万人から47億7899万人に増加。

年 年 年 年

世 界 全 域 6,514,751 6,906,558 8,010,509 9,191,287 

先 進 地 域 1,215,636 1,232,457 1,258,970 1,245,247 

発展途上地域 5,299,115 5,674,101 6,751,540 7,946,040 

アフリカ 922,011 1,032,013 1,393,871 1,997,935 

アジア 3 938 020 4 166 308 4 778 988 5 265 895アジア 3,938,020 4,166,308 4,778,988 5,265,895 

（内訳）中国 1,312,979 1,351,512 1,445,782 1,408,846

インド 1,134,403 1,220,182 1,447,499 1,658,270

ヨーロッパ 731,087 730,478 715,220 664,183 

ラテンアメリカ 557,979 593,697 688,030 769,229 

北部アメリカ 332,245 348,574 392,978 445,303 

オセアニア 33,410 35,489 41,421 48,742 

国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2008」表1-11を基に作成 23



４(1) 25歳以上の大学入学者の割合

諸外国は25歳以上の入学者の割合が平均約２割に達し，社会人学生も相当数含ま
れる一方，日本の社会人学生比率は2.7％であり，大きな差があると推定される。
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４(2) 大学への入学年齢の散らばりの国際比較

31

歳

各国とも，後期中等教育終了後ただちに大学に入学する者が，一定程度の割合を占める。
しかし，多くの国で，入学時の年齢にある程度の幅が見られるのに対し，日本の大学生の８割は，
入学時に19.2歳以下であり，他国と比較して，入学時の年齢の幅が小さい。
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（対象となる学校種は”Tertiary-type A”であり，国によって高等教育制度が異なるが，通常，大学の学士又は修士課程）
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４(3) 社会人学生等の受入に関連する状況

(1) 昼夜開講制を実施する大学数（学士課程） (3) 夜間大学院

昼夜開講制を取り入れる大学は，学士課程では１割未満にとどまり，大学院では約半数。夜間大学
院を持つところは，全大学院のうち約５％。編入学者数は，近年15,000人で微減傾向。
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1826
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3
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国立 公立 私立 実施せず
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16

16

549

562

18

19

国立 公立 私立 実施せず国立 公立 私立 実施せず

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(2) 昼夜開講制を実施する大学数（研究科）

国立 公立 私立 実施せず

(4) 編入学者数

「大学一覧」を基に作成「大学一覧」を基に作成

77
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H17
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39
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285
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国立 公立 私立 実施せず

8,943

9,462

2,998

2,990

2,709

2,557

14,650

15,009

19

18

国立 公立 私立 実施せず

昼夜開講制： 時間的制約の多い社会人等の便宜に配慮して，同一学部において，昼間と夜間の双方の時間帯において授業
を行う制度。ここでは，同一学部の中で「昼間主コース」，「夜間主コース」を設けている大学のみを集計。

国立 公立 私立
文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」を基に作成「大学一覧」を基に作成
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(5) 学生以外の者を対象とした教育課程を設けている大学 (7) 社会人特別選抜入学者数（学士課程）

学生以外の者を対象とする教育課程を設ける大学は，全体の約３割。学士課程の社会人特別選抜
入学者数は，近年減少傾向。大学院の社会人入学者数はやや増加傾向。
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1,431
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2,440

19
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国立 公立 私立 実施せず

(6) うち教育課程修了者に対し証明書の交付を行っている大学 (8) 社会人入学者数（大学院）

文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」を基に作成

国立 公立 私立

「国公私立大学入学者選抜実施状況」を基に作成

7 751
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1 160
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16 960

15,710
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18
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1,198

1,160
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8,049
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16,960

19

1831 15 97 588H18

国立 公立 私立 実施せず

学生以外の者を対象とした教育課程： 主として学生以外の者を対象に，大学の授業科目もしくは公開講座またはこれらの一部により主体的に
編成した教育課程（概ね１年未満の短期プログラムを想定）のこと。必ずしも単位認定を行うことを要しない。なお，単発の公開講座は除く。

国立 公立 私立
実

「学校基本調査報告書」を基に作成文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」を基に作成
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４(4) 学生に占める留学生の内訳

19 7

学士・修士課程については，OECD平均は7.3％，EU19カ国平均は6.3％であるのに対して，日本は2.6％にとどまる。
博士課程については，OECD平均は15.9％，EU19カ国平均は11.9％であるのに対して，日本は16.1％。イギリスの
40.8％，アメリカの23.7％に比較して少ない。
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（対象となる学校種は”Tertiary-type A”であり，国によって高等教育制度が異なるが，通常，大学の学士又は修士課程）
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４(5) 留学生の国際的な移動の状況

2006年の世界の留学生規模は292万人。そのうち，アジア諸国からの留学生142万人のうち，約６割はヨーロッパ又は
北米に留学。一方，ヨーロッパからの留学生75万人の約3/4はヨーロッパ域内で留学。
また，過去30年間で，全世界の留学生数は大幅に増加し，1975年の60万人から５倍近く増加している。

受入国

アジア ヨーロッパ 北米
オーストラリ 受入国

合計そ 他

2006年 （単位：人） （網掛けは，域内の移動を表す）

ア の合計
日本 韓国 イギリス フランス ドイツ

その他の19
カ国

アメリカ カナダ

アジアから 122,538 20,724 152,020 45,780 95,829 66,778 372,173 75,441 145,338 1,416,263

うち日本から － 1,212 6,200 2,112 2,377 2,060 40,086 1,812 3,305 61,035

うち韓国から 22,344 － 4,023 2,376 5,225 1,868 61,117 687 4,491 103,825

うち中国から 86,378 15,288 50,753 17,132 27,390 16,625 93,672 30,906 42,008 451,526

うちインドから 425 277 19 204 717 4 102 3 578 79 219 7 053 22 357 148 116

出
身
国

うちインドから 425 277 19,204 717 4,102 3,578 79,219 7,053 22,357 148,116

ヨーロッパから 2,868 479 109,287 51,544 127,648 260,836 73,392 24,807 9,380 745,756

うちEU諸国から 1,695 139 88,849 28,860 42,932 145,751 43,895 15,477 6,051 377,409

北米から 2,007 643 19,608 4,064 4,033 10,339 29,718 9,990 6,731 94,352

オセアニアから 522 83 2,267 348 409 1,085 4,869 849 3,907 18,756

アフリカから 926 181 30,967 111,862 23,527 44,252 37,597 19,083 6,000 361,191

南米から 1,256 150 8,446 10,779 8,239 39,393 67,068 11,337 1,970 182,261

出身国の合計 130,124 22,260 330,078 247,510 261,363 442,962 584,817 148,164 184,710 2,924,679
OECD, “Education at a Glance 2008” Table C3.7を基に作成 29
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